
（単位　百万円）

  ［               　        ］   ［               　        ］

  ［               　        ］

　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

株 式 会 社 マ ル エ ツ

東京都豊島区東池袋五丁目51番12号

代表取締役社長 上田 真

６６，０１６

３，４６２

構 築 物 ６３４

資 産 除 去 債 務

土 地

器 具 備 品 ６，９３９

１，６６７

９，７７６

９，７７６

３７，５４９資 本 金

株 主 資 本

資 本 準 備 金

ソ フ ト ウ エ ア １，４４７

６６，０１６

資 本 剰 余 金

借 地 権 ２０

４０１

１８，６９１

繰越利益剰余金 １８，６９１

３７，６２１

１８，６９１

利 益 剰 余 金

５，２１２

２，４２７

１３０，４５２資 産 合 計 負債純資産合計

そ の 他 １９９

投 資 有 価 証 券 １９

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金 ５，０２０

その他利益剰余金

関 係 会 社 出 資 金 １，７２６

投 資 そ の 他 の 資 産

貸 倒 引 当 金 △３２５

そ の 他

１３０，４５２

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金 ２３，１３６

［ 純 資 産 の 部 ］無 形 固 定 資 産

転 貸 損 失 引 当 金

建 物 ２８，９９６

役員退職慰労引当金

そ の 他

車 両 運 搬 具 ０

退 職 給 付 引 当 金

１９，７００

２７，４６２

そ の 他 １，８００

１，３３７

４０建 設 仮 勘 定

２３０

２９１

預 り 保 証 金

リ ー ス 債 務

機 械 装 置 ４２３

２２，４３９

リ ー ス 資 産

３３９

１，７５９

１４３

４８８

固 定 資 産 ９９，０５３

有 形 固 定 資 産 ５９，７６４

６，４０９

預 り 金 ７８７

未 払 法 人 税 等 １，３７７前 払 費 用 １，６１６

固 定 負 債

そ の 他 ２２０

未 収 入 金 ７，９８２

繰 延 税 金 資 産 ８１０

未 払 費 用

長 期 借 入 金

金 額

［ 資 産 の 部 ］ ［ 負 債 の 部 ］

貸 借 対 照 表

（平成２８年２月２９日現在）

科 目 金 額 科 目

１３０，４５２ ６４，４３５

流 動 資 産 ３１，３９９ 流 動 負 債 ３６，９７２

貯 蔵 品 ５１

現 金 及 び 預 金 １１，３１４ 買 掛 金 ２１，７４７

売 掛 金 ２７０

商 品 ９，１３３

１，９００１年内返済予定長期借入金

リ ー ス 債 務 １５５

未 払 金 ２，７９５

－１－



平成２７年３月　１日から

平成２８年２月２９日まで

（単位　百万円）

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

Ⅷ

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

２，５６９

１，９２６３０

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

４，４９６

１，８９５法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

損 益 計 算 書

売 上 高 ３５６，０５１

２５８，８８３売 上 原 価

４１

２４

営 業 利 益

２２１

２，２２６

１，８４２

特 別 損 失

経 常 利 益

そ の 他

支 払 利 息

減 損 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 利 益

店 舗 閉 鎖 損 失 ３８３

９７，８２７

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 総 利 益

１３２

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 １０８

６，５４８

９７，１６８

営 業 収 入

金 額科 目

２６４

７，２０７

１０４，３７６

１８０

そ の 他

６，４５９

営 業 外 費 用

２６４

－２－



個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

償却原価法（定額法）

その他有価証券

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

店舗在庫商品は売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

加工センター等の在庫商品は、最終仕入原価法による原価法

最終仕入原価法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

定額法を採用しています。

（リース資産を除く） なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 

１５年～３９年

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　従来、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法について、「建物」及び「構築物」は定額法、「機械装

置」、「車両運搬具」及び「器具備品」は定率法を採用していましたが、当事業年度より、すべての有形固定資産につい

て定額法を採用する方針に変更しています。

　この変更は、経営統合による共同持株会社設立を契機に、共同持株会社の親会社であるイオン株式会社との会計処理の

統一を図るため、減価償却方法の見直しを検討した結果、当社の店舗等で使用する有形固定資産は耐用年数の期間内にお

いて安定的かつ継続的に使用されており、期間損益計算をより適正に行うためには期間中に均等に減価分配を行うことが

より適切であると判断したものです。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、当事業年度の減価償却費は７１５百万円減少し、営業利益及び経常

利益は７１５百万円増加しています。

定額法を採用しています。

（リース資産を除く）

 (５年）に基づく定額法によっています。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約上に残価保証の取り決

めがある場合は、当該残価保証額）とする定額法を採用しています。なお、所

有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基

準第１３号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

３．引当金の計上基準

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

満期保有目的の債券

子 会 社 株 式

リ ー ス 資 産

貸 倒 引 当 金 売掛金、貸付金、未収入金等の金銭債権の貸倒れに備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間

移動平均法による原価法

及び関連会社株式

商 品

貯 蔵 品

時価のあるもの

時価のないもの

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

－３－



額を計上しています。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間

　に帰属される方法については、給付算定式基準によっています。

②　数理計算上の差異、過去勤務費用及び会計基準変更時差異の費用処理方法

　　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

　の年数（１０年）による定額法により按分した額を発生の翌事業年度から費

　用処理することとしています。

　　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

　数（１０年）による定額法により按分した額を発生した事業年度から費用処

　理することとしています。

　　会計基準変更時差異については、１５年による按分額を費用処理していま

　す。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支

給額を計上しています。

店舗閉店等に伴い転貸契約の残存期間に発生する損失に備えるため、支払義務

のある賃料等総額から転貸による見込賃料収入総額を控除した差額を計上して

います。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（1）ヘッジ会計の方法　　

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしていますので、特例処理を

採用しています。

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

います。

す。

（2）消費税等の会計処理　　　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しています。

（会計方針の変更）

１．コンセッショナリー収益表示の変更

　従来、売上仕入（いわゆる消化仕入）契約に基づく商品売上については、売上高及び売上原価として総額表示して

いましたが、経営統合による共同持株会社設立を契機に、共同持株会社の親会社であるイオン株式会社との会計処理

の統一及び会計制度委員会研究報告第１３号「わが国の収益認識に関する研究報告（中間報告）」を勘案した結果、

経営成績をより適切に表示するため、当事業年度より売上高から売上原価を控除した取扱手数料をその他営業収入に

含めて表示する方法に変更しています。

　なお、当該会計方針変更による当事業年度の期首における純資産額に与える影響はありません。

２．退職給付に関する会計基準等の適用

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第２６号　平成２４年５月１７日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２５号　平成２７年３月２６日。）

を、当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間

定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均

残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映

した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しています。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第３７項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年度

の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しています。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が３３４百万円減少し、利益剰余金が２１５百万円増加しています。

また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響額は軽微です。

転貸損失引当金

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる

特例処理を採用していますので、ヘッジの有効性の判定は、省略していまヘッジ有効性評価の方法

借入金の利息相当額の範囲内で市場金利変動リスクを回避する目的で行って

ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ の 方 針

－４－



（表示方法の変更）

　　クレジット債権の表示方法

　従来、クレジット債権は貸借対照表上、売掛金（前事業年度末残高２，２４２百万円）に表示していましたが、経

営統合による共同持株会社設立を契機に、共同持株会社の親会社であるイオン株式会社との表示方法の統一を図るた

め、当事業年度より未収入金（当事業年度末残高２，９７３百万円）に表示する方法に変更しています。

（貸借対照表に関する注記）

１．担保資産

百万円

〃

百万円

上記の他、宅地建物取引業法に基づき、投資有価証券９百万円を供託しています。

２．有形固定資産の減価償却累計額 百万円　

３．関係会社に対する金銭債権、金銭債務

百万円　 百万円　

百万円　 百万円　

（税効果会計に関する注記）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　流動資産  （単位　百万円）

（繰延税金資産）

未払事業税等

未払決算賞与

商品券

その他

繰延税金資産　小計

評価性引当額

繰延税金資産　合計

　投資その他の資産

（繰延税金資産）

減損損失

退職給付引当金

資産除去債務

役員退職慰労引当金

貸倒引当金

その他

繰延税金資産　小計

評価性引当額

繰延税金資産　合計

（繰延税金負債）

資産除去費用

合併受入資産評価益

繰延税金負債　合計

繰延税金資産の純額

△３７

△２３３

３，２３８

１３６

７，９６２

△５，３００

２，６６１

△１９６

６，６１３

４３２

５６７

１０９

１０１

１１０

２６８

８１３

△２

８１０

計 ９０７

６１，６２４

債務の担保に供している資産

建 物 ４１７

土 地 ４９０

２１０

２２４

短 期 金 銭 債 権 ６１ 長 期 金 銭 債 権 ５，９７８

短 期 金 銭 債 務 ７２８ 長 期 金 銭 債 務 １２２

－５－



（関連当事者との取引に関する注記）

１．子会社

１．取引金額には消費税等は含まれていません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　 資金の貸付条件については市場金利等を勘案して合理的に決定しています。

　　 なお、担保は受け入れていません。

２．兄弟会社等

１．取引金額には消費税等は含まれていません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　 一般的取引条件と同様に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 円 銭

２．１株当たり当期純利益 円 銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

２０ ５１

－ 商品の仕入

関係内容

１，５２６買掛金１７，６０８商品の仕入

５２６ ８２

取引金額 期末残高

（百万円） （百万円）

長期貸付金 ５，０００資金の援助

資金の貸付 １３０

４３５

取引の内容

利息の受取

（注）

属性 会社等の名称

議決権等の

所有割合(％)

（注）

その他の

関係会社

の子会社

株式会社

ナックス

ナカムラ

所有

直接　100.0

７８

科目

資金の回収子会社

株式会社

マルエツ開発

兼任１人

科目

取引金額 期末残高

（百万円） （百万円）

属性 会社等の名称

議決権等の

所有割合(％)

関係内容

取引の内容

役員の 事業上の

兼任等 関係

－６－


